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柳井市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（以下「本計画」とい

う。）は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。以下

「法」という。）に基づき、柳井市長、柳井市議会、柳井市教育委員会、柳井市選挙管理委員会、

柳井市代表監査委員及び柳井市農業委員会が策定する特定事業主行動計画です。 

 

 

１ 計画の概要 

法に基づき、働く場面で活躍したいという希望を持つ全ての女性が、その個性と能力を十分

に発揮できる社会を実現するために、女性の活躍推進に向けた数値目標を盛り込んだ行動計画

の策定・公表や、女性の職業生活における活躍に関する情報の公表が国や地方公共団体、事業

主等に義務付けられました。 

本市においても、法の趣旨を踏まえて、女性職員がその個性と能力を十分に活かすことがで

きる職場環境の整備を推進するため、平成２８年度に計画を策定し取組を進めてきましたが、

令和２年度末で終了するに当たり、引き続き本計画を策定するものです。 

 

２ 計画期間 

本計画の期間は、令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５年間とします。 

本計画に掲げている数値目標は、令和７年度の達成目標です。 

 

３ 女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等  

（１）各所属人事管理担当者の役割 

所属内に当該計画の周知を図るとともに、所属における具体的な取組を率先して実行します。 



（２）人事担当部局の役割 

計画に定める事項の進捗状況や効果の検証を行いながら、着実に推進します。 

（３）行動計画の改定 

国の法制化や施策の動向等を踏まえ、必要に応じ、計画を見直すこととします。 

 

４ 女性職員の活躍推進に向けた現状と課題 

（１）採用した職員に占める女性職員の割合（行政職） 

年  度 H28 H29 H30 R1 R2 

全  体 6 人 7 人 5 人 7 人 10 人 

うち女性 2 人 1 人 0 人 2 人 3 人 

女性職員の割合 33.3％ 14.3％ 0％ 28.6％ 30.0％ 

競争試験による新規採用を中心とした職員採用について女性採用者の割合は、令和２年度に

おいては３０．０％ですが、平成３０年度においては０％となっています。全体の採用数が少

数であったため、年度ごとの女性職員の割合は大きく変動する傾向となっています。 

全職員に占める女性職員数の割合を更に向上していくためには、女性受験者の拡大を図るこ

とが必要です。多くの優秀な女性を幅広く採用できるよう、市報の職員募集案内やホームペー

ジ内の受験情報サイト等を活用し、女性にとって働きやすい職場であることのＰＲに努めます。 

 【目標】 

女性採用者の割合を３５％以上にします。 

 

（２）継続勤続年数の男女の差 

【令和２年４月１日時点】 
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令和２年４月１日現在において、男女の差異は見られません。 

本市においては、結婚、出産を機に退職する女性職員は少ない状況にあります。 

【目標】 

今後も現状を維持します。 



（３）管理的地位にある職員に占める女性職員の割合（再任用短時間職員・技能員除く。） 

【令和２年度】 

令和２年度に新たに女性職員１人を課長に登用しました。女性の能力活用は、組織の活性化

等の観点から、人事異動において、大きな課題の一つとして位置付け、継続的に取り組んでま

いりました。 

今後も、研修等を通じた人材育成に取り組みながら、女性が配置されていない職務、役職へ

も積極的に職域の拡大を進めます。 

また、全ての職員が最大限の能力を発揮できるよう、適材適所の人員配置を基本としながら、

意欲と能力のある女性職員の登用を積極的に進めます。 

 【目標】 

今後も各年度において課長級以上に占める女性職員の割合１０％以上を継続します。 

 

（４）各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（再任用短時間職員・技能員除く。） 

【令和２年度】 

区分 全体 女性職員 女性の割合 

部長 9 人 0 人 0％  

部次長 7 人 1 人 14.3％  

課長 27 人 4 人 14.8％  

課長補佐 41 人 6 人 14.6％  

主査 120 人 47 人 39.2％  

合計 204 人 58 人 28.4％ 

【目標】 

主査級以上の女性職員の割合を３０％以上にします。 

 

４ 女性職員の活躍推進に向けた具体的取組 

 

 

 

時間外勤務の把握及び課題分析に関する取組 

○毎月３０時間以上にわたり時間外勤務をした職員を各所属長に伝え、時間外勤務時間の縮減

を図ります。 

○毎週水曜日及び５日、１５日並びに２５日をノー残業デーに設定するとともに、管理職員が

区分 全体 女性職員 女性の割合 

課長級以上の職員 43 人 5 人 11.63% 

１ 育児、介護等の家庭生活と職業生活の両立を支援するための両立支援 



各職員に早期退庁を勧奨します。 

○職員の業務分担の見直しを定期的に行い、各職員の業務量の平準化を図ります。 

○組織の生産性を高める観点からも、管理職員には限られた時間で成果を上げる業務マネジメ

ントが求められるところであり、研修等を通じマネジメント能力を高めるとともに、継続的に

意識の醸成を図ります。 

 

両立支援に係る制度・仕組の充実 

○職員のニーズに即した制度の検討 

家庭生活と職業生活を両立させやすくするためには、休暇制度等が活用しやすい制度である

ことが必要であるため、今後とも職員のニーズを把握しながら、制度や運用の改善について継

続的に検討します。 

 

男性の育児等への参加支援 

○休暇等を取得しやすい職場の雰囲気づくり 

休暇等の取得を促進するためには、職場の理解が不可欠であり、管理職員の仕事と家庭生活

の両立に対する理解を深め、休暇を取得しやすい雰囲気づくりに努めます。 

○育児休業の取得の促進 

両立支援に係る制度の周知や職場の雰囲気づくりを進めながら、とりわけ男性職員の育児休

業の取得の促進に努めます。 

 

両立支援制度の活用に係る不安の解消 

○育児休業中の適切な職場情報の提供 

育児休業中の職員が職場から離れていることに対する不安を感じることがないよう、休業中

の職員に対して職場から適時適切に業務情報等の提供を行います。 

○復帰後のキャリアデザインのサポート 

・育児休業等からの復帰時期や復帰後の働き方等について、管理職員と情報を共有し、復帰後、

育児や介護を行いながら円滑に仕事に従事することができる環境づくりに努めます。 

・育児休業等の取得前後において、育児休業等からの円滑な復帰に資する研修や所属職場との

連絡体制の確保等の必要な支援を行います。 

○代替職員の確保 

女性職員が安心して育児休業を取得するためには、業務を代替する職員の確保が重要である

ことから、代替職員の確保に努めます。 

 

 

 

 



 

 

 

 

キャリア形成支援 

○きめ細かなキャリア形成支援 

経験や専門性を活かした任用を通じ、多様なキャリア形成を支援し、個々の女性職員が能力

や適性を十分に発揮できる環境づくりを進めます。 

○職員研修の充実 

・女性職員のキャリア形成やマネジメント能力の向上を支援する研修の充実 

管理職の登用に向けては、女性職員自らがキャリア形成に向けた意識やマネジメント能力を

高める必要があることから、ひとづくり財団自治研修部で実施する職員研修において、女性職

員のキャリア形成やマネジメント能力の向上を支援する研修を実施します。 

・自治大学校や市町村アカデミー等への積極的な研修派遣 

自治大学校や市町村アカデミー等での研修に女性職員を積極的に派遣し、幅広い知識・経験

の習得を図ります。 

○先輩職員に相談しやすい環境づくり 

身近にロール・モデル（自分にとって具体的な行動や模範となる人物）となる先輩職員がい

ることは、自らの将来をイメージするための重要な要素となることから、研修への参加等を通

じ、先輩職員を身近に感じることのできる環境・仕組づくりを進めます。 

 

管理職員の意識醸成 

女性の更なる活躍推進のためには、所属内の効率的なマネジメントや働き方の見直し、職域

の固定化の排除等、管理職員自らが高い意識を持つことが重要であることから、様々な機会を

捉えて継続的に管理職員の意識の醸成に努めます。 

２ 能力や適性を十分に発揮できるようにするための活躍支援 

 


